
 令 和 ８ 年 度   第 １ 回   

高知市営住宅 

入居者募集案内 
 

 

  

 

■申込受付期間

令和８年６月２日（火）～令和８年６月１5日（月） 
 

■この案内書をよくお読みいただいた上で、お申し込みください。 

・申込方法や注意事項等       P1  ～ P12 

・市営住宅①（抽選）        P13 ～ P21 

・市営住宅②（困窮度に応じて選考） P22 ～ P28 

・随時募集             P29 ～ P30 

■お問い合わせ先 

 市営住宅①の申込について    市営住宅②の申込について 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

※高知市営住宅入居者の募集は６月・10月・１月の年３回です。 

 

高知市営住宅管理センター 

TEL ０８８－８２３－９０６７ 

（高知市役所 本庁舎５階） 

住宅政策課 

TEL ０８８－８２３－９463 

（高知市役所 本庁舎５階） 

人権同和・男女共同参画課 

または 各市民会館（P24） 



 

 

 

高知市営住宅管理センターの公式ホームページでは、最新情報をご覧いただけます。 

募集事項や間取り図も掲載しています。ぜひご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                     

                                    

 

 

 

『高知市営住宅管理センター』 

または 

https://kochi-shiei.com/ 

からアクセス！ 

 

クリック！ 

クリック！ 

ご不明な点がございましたら、 

高知市営住宅管理センターまで 

お気軽にお問い合わせください。 

 

      088-823-9067 

新着情報では、現在募集している

住宅の情報や募集要項を随時更新

しています。 

申込受付期間中は、申込用紙をダ

ウンロード・印刷のうえ、郵送でお

申込みいただけます。 

ホームページのご案内（ご活用ください） 
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 ３ 駐車場の使用については、駐車場使用手続きが必要です。              

４ 駐車場の管理については、各団地自治会や管理人に協力をお願いしています。空き

状況等は、入居決定後に各団地自治会へお問い合わせください。（空き駐車場がない

場合もあります。） 

 

 

８ 電化住宅について 
                                         

１ 電化住宅では、ガス調理器は使用できませんのでご注意ください。 

２ 各調理器具は入居者ご自身で準備してください。 

 

 

９ 収入基準について 
                                                                                

「収入額」とは、申込人及び同居しようとする親族全員の年間所得金額の合計から、各

種控除を行い、それを12か月で割った額のことです。 

市営住宅に申し込む場合は、｢収入額｣が ４ 申込資格 12 にある収入基準額の金額以

下であることが必要です｡各種控除については、10 控除一覧表 をご覧ください。 

 

《計算式》 

 

 

 

 

 

 

 

《給与収入から所得を算出する方法》 

給与の年間収入金額 給与の年間所得金額 

～650,999 円   0円 

 651,000 円～1,624,999 円     

                

                

1,625,000 円～1,799,999 円   

1,800,000 円～1,899,999 円   

1,900,000 円～3,599,999 円                    Ａ×2.8- 80,000=  円 

3,600,000 円～6,599,999 円            Ａ×3.2-440,000=  円 

6,600,000 円～8,499,999 円    Ａ×0.9－1,100,000円 

8,500,000 円～   給与収入－1,950,000円 

 ※所得税法改正により、今回募集から表の金額を変更しています。 

 

 

 

① 世帯全員の年間所得金額を合計する 

↓ 

② （①の年間所得金額 － 各種控除額） ÷ 12か月 ＝ 「収入額」 

給与収入÷４ 

（千円未満の端数切捨） 

Ａ＝   ,000円 

給与収入－650,000円 
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10 控除一覧表                                   
                                        

収入額の計算で控除できる金額の一覧 

控除名 控除対象者 控除額 

基礎控除振替 
申込者や同居者のうち、給与所得または年金所得

がある方 

1人につき10万円 

（所得が10万円未満

はその額） 

扶養控除 
同居者、及び申込者や同居者以外で所得税法上の

扶養親族控除(別居扶養)の対象としている方 
1人につき38万円 

ひとり親控除 

申込者や同居者のうち、次のすべてに該当する方 

① 配偶者がいないまたは生死が明らかでない方 

② 生計を同じにする子（年間所得が58万円以下

で、他の人の同一生計配偶者または扶養親族

となっていないこと）を扶養している方 

③ 年間所得が500万円以下の方 

④ 事実上婚姻関係にある者がいない方 

1人につき35万円 

(所得額が35万円以

下の場合はその額) 

寡婦控除 

申込者や同居者うち、ひとり親控除に該当せず次

のいずれかに該当する女性(年間所得が500万円以

下で事実上婚姻関係にある者がいない方) 

①  夫と死別または離別、あるいは生死が不明

で、扶養親族を有している方 

②  夫と死別または夫の生死が不明で、扶養親族

がいない方 

1人につき27万円 

(所得額が27万円以

下の場合はその額) 

障害者控除 

申込者や同居者または所得税法上の扶養親族の中

で下の手帳を交付されており、特別障害者控除に

該当しない方 

・身体障害者手帳３～６級 

・精神障害者保健福祉手帳２～３級 

・療育手帳（知的障害者）Ｂ１・Ｂ２ 

・戦傷病者、原爆被爆者 

１人につき27万円 

特別障害者 

控除 

申込者や同居者または所得税法上の扶養親族の中

で下の手帳を交付されており、障害者控除に該当

しない方 

・身体障害者手帳１～２級 

・精神障害者保健福祉手帳１級 

・療育手帳Ａ１・Ａ２ 

１人につき40万円 

老人扶養親族 

控除 

年齢が70歳以上の同一生計配偶者または扶養親族

で年間所得が58万円以下の方 
１人につき10万円 

特定扶養親族 

控除 

年齢が16歳以上23歳未満の扶養親族で、年間所得

が58万円以下の方（配偶者は除く） 
１人につき25万円 

※申込者とは、「名義人」として申し込みをした方のこと。 

※同居者とは、申込者と同居しようとする「配偶者」や、「その他の家族」のこと。 

※所得税法改正により、今回募集から下線部を変更しています。 
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市営住宅①
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市営住宅①
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市営住宅①
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市営住宅①
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市営住宅①
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市営住宅①
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市営住宅①
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市営住宅②
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市営住宅②
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市営住宅②
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市営住宅②
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随時
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委 任 状 （市営住宅②用）

〇委任者（申込人）がすべて記入しないと受理できません。 

〇本人確認を行うため、代理人の顔写真付きの本人確認書類（個人番号カード， 

運転免許証、パスポート、身体障害者手帳等）を提示してください。 

〇委任状は必ず消えないボールペンで書いて下さい。 

〇問い合わせ先：住宅政策課（８２３－９４６３） 

  私は、下記代理人に高知市営住宅に関する下記事項の手続きについて

の権限を委任します。 

  令和 年 月  日 

代 理 人（申込人の代わりに市民会館へくる人） 

（住 所）  

（氏 名）  

（生年月日） 昭・平   年  月  日生 

委任する事項  高知市営住宅入居申込書の申請 

委任する人（申込書の申込人） 

（住 所）  

（氏 名）  

（生年月日） 大・昭・平 年  月  日生 



様式第１号 

申込番号 種 別 目 的 団 地 名 住宅号数 受付年月日 受付者印 

市 営 住 宅 入 居 申 込 書 

申

込

人 

現 住 所 
〒 ― （電話 ― ） 

（携帯電話 ― ― ） 

ふ り が な 

氏 名 

入

居

す

る

世

帯

全

員

の

状

況 

続 柄 氏 名 生年月日 年齢 
現在の同居・
別 居 の 別 

職業・勤務先 
勤 務 先 
電話番号 

収入の
有 無 

個 人 番 号 

１ 申込人 ・ ・ 有・無 

２ ・ ・ 同 居 ・ 別 居 有・無 

３ ・ ・ 同 居 ・ 別 居 有・無 

４ ・ ・ 同 居 ・ 別 居 有・無 

５ ・ ・ 同 居 ・ 別 居 有・無 

６ ・ ・ 同 居 ・ 別 居 有・無 

住 居 の
状 況 

自 家、借 家、マンション、アパート、間借り、その他（ ） 

部 屋 数 室 左の内訳  畳  室、  畳  室、  畳 室 一人当たりの畳数 畳 

借家、アパート等の方は右欄へ

記 入 し て く だ さ い 。 

家主の住所

〃  氏名 

家 賃 

共益費 

月 額 円 

円 

住宅に困窮し

て い る 理 由 

該当の番号を

○で囲み、下

欄へ具体的な

理由を記入し

てください。

１ 住宅以外の建物若しくは場所に居住し、又は保安上危険若しくは衛生上有害な状態にある住宅に居住している。 

２ 他の世帯と同居して著しく生活上の不便を受けている又は住宅がないため親族と同居することができない。 

３ 住宅の規模、設備又は間取りと世帯構成との関係から衛生上又は風教上不適当な居住状態にある。 

４ 正当な事由による立退きの要求を受け、適当な立退き先がないため困窮している。 

５ 勤務場所から著しく遠隔の地に居住を余儀なくされている。 

６ 収入に対して著しく過大な家賃の支払いを余儀なくされている。 

７ その他住宅に困っている。 

＊上の状況を具体的に記入してください。 

備 考 

高知市長 様 

上記のとおり市営住宅への入居を申し込みます。また、次のとおり誓約及び同意します。 

(1) 本申込書の記載内容及び誓約事項が実態に相違するときは、本申込みを無効とされても異議はありません。

(2) 入居者資格を確認するために、私及び同居しようとする親族の住民税情報及び固定資産税課税台帳等について、調査・閲覧する

ことに同意します。

(3) 私及び同居しようとする親族は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）に規定する暴力団員

（以下「暴力団員」という。）でないことを誓約するとともに、その確認のため必要があるときは、高知県警察本部において暴力

団員に該当するか否かを調査することに同意します。

年  月  日 

申 込 人 氏 名

（署名又は記名押印） 

裏面へ続く 



     ※令和７年１月以降に就職された方は、下の欄に勤務先の証明を受けてください。 

 

勤
務
先
証
明
欄 

氏   名  氏 名  

就 職 年 月 日 年 月 日 勤務月数 か月 就 職 年 月 日 年 月 日 勤務月数 か月 

総 支 払 額 円 総 支 払 額 円 

訂
正
の
箇
所
に
は
必
ず
訂
正
印 

を
押
し
て
く
だ
さ
い
。 

勤

務

先 

所 在 地  
勤

務

先 

所 在 地 
 

名 称  名 称 
 

電話番号  電話番号 
 

上記のとおり相違ないことを証明いたします。 

      年  月  日 

勤務先代表者氏名 

  

上記のとおり相違ないことを証明いたします。 

      年  月  日 

勤務先代表者氏名 

  

 
＊就職してからこれまでに支払った総支払額（税込み、各種控除前の額）を記入してください。 
＊内容確認のため勤務先に問い合わせをする場合があります。 

 

備 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

考 

※ 記入しないでください。 

 

番号法に伴う書類等チェック項目 

 

 １ 提出者  

□ 申込人 □ その他 

 

 ２ 提出者が申込人の場合 

① 身元確認 

    □ 個人番号カード  

    □ 顔写真付きの公的証明書（運転免許証、パスポート、身体障害者手帳等） 

    □ 上記以外の公的機関発行の顔写真付き証明書 

    □ 保険証とその他住宅政策課が認める官公署発行の住所・氏名が確認できる書類 

    □ その他住宅政策課が認める官公署発行の住所・氏名が確認できる２種類の書類 

   ② 申込人の個人番号の真正性確認（システムとの照合も必要） 

    □ 個人番号カード □ 通知カード □ 個人番号が記載された住民票の写し等 

 

 ３ 提出者がその他の場合 

① 代理権の確認 

    □ 法定代理権の確認書類として戸籍謄本等（申込人が未成年者等の場合） 

    □ 任意代理権の確認書類として委任状（上記以外） 

② 代理人の身元確認 

    □ 個人番号カード 

    □ 顔写真付きの公的証明書（運転免許証、パスポート、身体障害者手帳等） 

    □ 上記以外の公的機関発行の顔写真付き証明書 

    □ 保険証とその他住宅政策課が認める官公署発行の住所・氏名が確認できる書類 

    □ その他住宅政策課が認める官公署発行の住所・氏名が確認できる２種類の書類 

   ③ 申込人の個人番号の真正性確認（システムとの照合も必要） 

    □ 個人番号カード（写し可） □ 通知カード（写し可） □ 個人番号が記載された住民票の写し等 

 

 ４ その他（                                              ） 

 

 
（収入計算欄等） 
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